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研究概要 

合成繊維のポリエチレンテレフタレート(PET)などのマイクロファイバーが分解されず汚染が深刻で

ある。これまで、PET 分解能を示す土壌細菌 201-F6 株由来の酵素が非結晶性や結晶性の PET に対して

高い分解活性を示すことや、KT2440 株の細菌が非結晶性 PET を分解することが報告されているほか、

海洋細菌による海洋 PET 汚染の生物的処理が示唆されている。我々はこれまで、201-F6、KT2440、海

洋細菌 DSM 44555 株を M9 培地で継代培養してきた。本研究では、これらの継代培養している細菌株

が分解酵素 PETase や MHETase を持っているか確認すること、およびポリエステル繊維の分解能を示す

か調べることを目的とした。培地中の 201-F6、KT2440、DSM 44555株へのビス(2-ヒドロキシエチル)テ

レフタラート (BHET)の暴露試験では、BHET がモノヒドロキシエチルテレフタレート(MHET)、テレ

フタル酸(TPA)に分解されていることが HPLC の測定で確認されたことから、これらの株が分解酵素

PETase や MHETase を持つことがわかった。ポリエステル繊維を培地、河川ヘドロ、河川砂、海洋砂中

に入れ、細菌を加えると分解生成物の TPA が生成した。特にヘドロ中や砂中で TPA が多量に生成した。

この結果は、ヘドロ中や砂中では細菌に含まれている PETase や MHETase が細胞外に分泌されやすく、

分解生成物の TPA が多量に生成したためだと考えられる。さらに、PET の分解生成物 TPA の安全性を

オオミジンコを用いた慢性毒性試験(21 日間繁殖試験)により評価した結果、濃度 20 mg/L以下で毒性を

示さなかった。このことから、ポリエステルファイバーが河川や海洋で分解されても安全性に問題が

ないことがわかった。以上の結果から、マイクロファイバー汚染の対策として、201-F6、KT2440、

DSM44555 の細菌を培養し河川のヘドロや海洋底に投与すればポリエステルファイバーの分解に利用で

きることが示唆された。 

Keyword: マイクロファイバー汚染、ポリエステル繊維、細菌による分解、HPLC、TPA 

 

1. 研究の背景 

1.1. マイクロファイバー汚染 

マイクロプラスチックの海洋汚染やマイクロファ

イバー汚染が近年注目されている。洗濯時に生じた

マイクロファイバーは、下水処理場で処理される(図

1)。一部はすり抜けて海底の泥から見つかっていて、

生態系への影響が心配されている 1-4)。ゴカイなどの

環形動物は泥底に、ヨコエビなどの節足動物は砂底

に多く、河川や海洋で底に沈んだマイクロファイバ

ーが、底生動物に食べられる。誤食されて体内に入

ったマイクロファイバーが海洋動物の内臓に詰まっ

て腸閉塞を引き起こしたり繁殖力の低下を招き、さ

らには死に至らしめることもある。 

Lucy らは深海堆積物 50 mL から、ポリエステルや

アクリル繊維を大西洋で 2～10 本、地中海で 10～20

本、インド洋で 1～2 本検出したと、マイクロファイ

バー汚染の蔓延を報告している 5)。彼らの報告では、

検出されたマイクロファイバーの中で特にポリエス

テルが多くを占めていた。 
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合成繊維のナイロン、ポリエステル、アクリルは

河川のヘドロ中や海水浴場の砂中で分解されないこ

とが知られている。そのために、生分解性ポリエス

テル繊維の開発も行われているが、まだ商業段階で

はない 6)。 

 

1.2. 酵素による PET 分解細菌の発見 

2016 年吉田らはポリエチレンテレフタレート

(PET)に汚染された堆積物から、非結晶性 PET を分

解できる細菌として Ideonella sakaiensis 201-F6 株を発

見した 7)。この論文では、この細菌株遺伝子がコー

ドする酵素タンパクが結晶性 PET の分解能も持つこ

と も 報 告 さ れ て い る 。2021 年 Werner ら は

Pseudomonas putida KT2440 株の細菌でも非結晶性

PET を分解することを報告した 8)。2023 年 Guo らは、

海洋細菌の Rhodococcus pyridinivorans P23 株による

PET の生分解を示し、海洋 PET 汚染の処理ができる

と示唆した 9)。 

 

1.3. 分解のメカニズム  

PET は細胞外に分泌された 2 つの酵素により、構

成要素のテレフタル酸(TPA)とエチレングリコール

(EG)に分解される。2 つの酵素の一方は PET ヒドロ

ラーゼ(PETase)でエステル結合を加水分解して切断

しビス(2-ヒドロキシエチル)テレフタラート(BHET)、

モノ(2-ヒドロキシエチル)テレフタレート(MHET)、

および TPA を遊離させる。第二の酵素 MHET ヒドロ

ラーゼ(MHETase)は、可溶性 MHET をさらに加水分

解して TPAとエチレングリコール(EG)を生成する 10)。 

 

1.4. マイクロファイバー汚染対策と廃 PET のバイオリ

サイクル 

マイクロファイバー汚染では主としてポリエステ

ル繊維が多い。201-F6 などの細菌は酸素の少ない条

件でも生きることができる。これらの細菌が非結晶

性 PET や結晶性 PET だけでなく、ポリエステル繊維

も分解できれば、細菌を培養し河川や海洋に投与す

ることで、汚染を軽減できると考えられる。さらに、

これらの細菌からPETaseやMHETaseを取り出し、廃

PET などから TPA を取り出し、回収できれば、まだ

完成していない PET のバイオリサイクルができるよ

うになると考えられる。そのためには細菌の性質や

培地の条件、pH などを細かく調べる必要がある。 

 

1.5. 生態毒性試験 

高分子のプラスチックやマイクロファイバーは細

胞と比べて大きいので、捕食されなければ直接的な

影響はない。しかし、分解された生成物は細胞膜を

通過できるようになるため、生物に直接取り込まれ、

逆に悪影響が出る可能性が指摘されている。このこ

とから、PET の分解生成物について、生態毒性試験

(オオミジンコを使った慢性毒性試験)をして安全性

を確かめる必要がある。 

 

1.6. 研究の目的  

我々はこれまでに、PET 分解能を持つとされる細

菌 201-F6 株、KT2440 株および Rhodococcus pyridini-

vorans DSM44555 株(Rhodococcus pyridinivoran P23 に

1回の洗濯で約0.5～1.3gのマイクロファイバーが抜け落ちる

70万～150万本（1,000本がおよそ1mgに相当）2)

全ての放出量
0.48～4.3百万トン

生地 繊維工業

洗濯
0.12～1.1百万トン

排水処理施設

除去率は平均90%以上4)

放
流

生じたマイクロファイバーが海底の泥から
見つかっていて、生態系に与える影響が

心配されている1)

3)

図 1 マイクロファイバー汚染 洗濯で出たマイクロファイ

バーが排水処理施設をすり抜け、河川・海洋に放出され

る。 
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図 2 BHET(bis(2-hydroxyethyl)- terephthalate)の分解

経路、MHET: mono(2-hydroxyethyl)tere-phthalate, 
TPA: Terephthalic acid, EG: ethylenglycol 
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近い海洋性)を製品評価技術基盤研究機構バイオテク

ノロジーセンター(NBRC)より入手し継代培養を繰

り返してきた。これらの継代培養した細菌株が PET

分解酵素(PETase、MHETase)を持っているか未確認

であった。そこで、先ずこれらの菌株によって PET

の分解中間体の BHET が分解されて、TPA が生成す

るか調べることを第 1 の目的とした。また、マイク

ロファイバー汚染の中で主要なポリエステル繊維を

201-F6、KT2440、DSM44555 の細菌で、河川・海洋

のヘドロ中や砂中で分解した先行研究が見当たらな

いことから、実際にこれらの細菌がポリエステル繊

維を分解できるか調べることを第 2 の目的とした。

最後に、ポリエステル繊維の分解実験(研究目的2)に

おいて認められた分解生成物は主に TPA のみであっ

たことから、オオミジンコを用いた慢性毒性試験を

行い、分解生成物の TPA が生物に安全か調べること

を第 3 の目的とした。 

 

2. 方法  

2.1. 材料、試薬、器具 

2.1.1. 材料 

201-F6、KT2440、DSM44555 の菌株は、製品評価

技術基盤研究機構バイオテクノロジーセンター

(NBRC)よりガラスアンプルに封入された L-乾燥標

本 NBRC 110686、NBRC 100650、NBRC100608 をそ

れぞれ入手したものを使用した。 

分解実験に供したポリエステル繊維は、優良教材

株式会社の標本用カット布地ポリエステル約3.0×3.0 

cm角布地 11)を用いた。 

ポリエステル繊維分解試験に用いた環境媒体の河川

ヘドロを学校近くの恩智川(図 3a, b)で 2023年 5月 25

日に、川砂は恩地川で 2023 年 5月 8 日に、海砂を大

阪湾の海水浴場(図 3c) で 2023 年 6月 8 日に採取し

た。 

 

2.2. 試薬類 

TPA(昭和化学)、BHET(東京化成工業KK)、HPLC

の移動相に用いた CH3OH、蒸留水は富士フィルム和

光純薬製のHPLC用を、H3PO4は富士フィルム和光純

薬の試薬特級、NaH2PO4 は関東化学の一級をそれぞ

れ使用した。菌株の復元水、培地、飼育水の調製そ

の他実験に用いた水は、イオン交換水を高圧蒸気滅

菌したものを使用した。 

2.2.1. 器具 

使用したガラス器具は全て実験用洗剤で洗浄後、

水道水、イオン交換水で濯いでから、高温蒸気滅菌

したものを用いた。 

2.2.2. 装置 

オートクレーブはクラヤクレーブ KG-17A(湯山瀬

作所)、恒温培養器はインキュベーターIN802(ヤマト

科学 KK)を、pH メーター(堀場製作所 型式、D-23 

電極 9625-10D)を使用した。菌保存用デシケーター

には、ガラス製の 20 L 水槽にポリカーボネート板で

蓋をして用いた。高速液体クロマトグラフ装置

(HPLC)は、CCP&8020 システム(CCPS、CO8020、

SD-8022、UV-8020；株式会社東ソー分析会社)を用

いた。分離カラムとしてコスモシール 5C18-AR-

Ⅱ(4.6mm I.D.×25 cm、ナラライテスク)を 40℃に保

温し、移動相として 30％メタノール/ 60 mMリン酸緩

衝液(pH 2.0)を流速 1.0 mL/minで流して分離を行い、

UV 検出器の検出波長を 240 nm に設定して化合物を

検出した。クロマトグラムはペンレコーダー(横河電

機 LR4100)で速度 30 cm/h、Range 2.0 mV、5.0 mV

の設定で記録用紙に出力し、化合物の保持時間とピ

ークの面積を調べた。 

(a) (b)

(c)

図 3 恩智川(a)で採取したヘドロの様子(b)、海砂を

採取した大阪湾の海水浴場(c) 
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慢性毒性試験の飼育水の溶存酸素(DO)の測定には

溶存酸素計(堀場 OM-12)を、吸収スペクトルの測定

には紫外可視分光光度計 UVmini-1240(島津製作所)

を用いた。 

 

2.3. 実験方法 

2.3.1. 培地・飼育水の作製 

ⅰ)復水液：イオン交換水 50 mL にイーストエキス末

0.10 g 、ペプトン 0.50 g、MgSO4 0.050 g を加え、高

圧蒸気滅菌した。 

ⅱ)復元用寒天培地：イオン交換水 100 mL にイース

トエキス末 0.20 g、ペプトン 1.0 g、MgSO4•7H2O 0.10 

g、寒天 1.5ｇを加え、高圧蒸気滅菌後、15 mLずつ滅

菌シャーレに入れた。 

ⅲ)M9 培地：イオン交換水 200 mL に Na2HPO4 1.75 g、

Na2HPO4 0.60 g、NaCl 0.10 g、NH4Cl 0.20 g、MgSO4• 

7H2O 0.099 g、グルコース 0.50 g、ビタミン B1(チア

ミン) 2.0 mg、CaCl2 6.0 mg、イーストエキス末 0.20 

g、トリプトン 0.40 g を入れ、高圧蒸気滅菌した。 

ⅳ)YSV 培地：イオン交換水 200 mL にイーストエキ

ス末 20 mg、NaHCO3 40 mg、(NH4)2SO4 0.20 g、

CaCO3 20 mg、Na2HPO4 0.358 g、NaH2PO4 0.156 g、

FeSO4•7H2O 2.0 mg、25倍液を 2.0 mL(50 ｍL の 25 分

の 1)加え(pH 7.0)、高圧蒸気滅菌した。25 倍液は、 

イオン交換水 50 mL に CuSO4•5H2O 5.0 mg、MnSO4• 

7H2O 5.0 mg、ZnSO4・7H2O 5.0 mg、MgSO4•7H2O 50 

mg、チアミン塩酸塩 12.5 mg、ビオチン 0.25 mg、ビ

タミン B12 2.5 mg を溶解させて調製した。 

v)ElendtM4(400倍液)：CaCl2•2H2O 117.52 g、MgSO4• 

7H2O 49.2 g、KCl 2.40 g、NaHCO3 26.0 g をそれぞれ

別にイオン交換水 1 Lに溶解させ、高圧蒸気滅菌した。 

 

2.3.2. BHET の分解実験  

(1) M9 培地での 201-F6、KT2440、DSM44555 の細菌の

事前培養 

開封したL-乾燥標本のアンプルに復水液を 0.20 mL

加え、数分間置いてからよく懸濁させた。これらの

201-F6 株、KT2440 株、DSM44555 株の復水液を、シ

ャーレに入れた復元用寒天培地にそれぞれ播種し、

30 ℃で培養し復元した(図 4)。復元した細菌株を白

金耳で 300 mL三角フラスコに入れた M9 培地に移植

し、バイオシリコセンをして 30 ℃で培養し菌液を作

った(図 5a)。 

(2) BHET、TPA の溶液の調整 

BHET 20 mg を 50 mLサンプル管に入れ、イオン交

換水 20 mL を加え、15 分間超音波をかけて溶解させ

た。これをビーカーに移し、イオン交換水を加えて

500 mL にし、マグネチックスターラーで数時間攪拌

した BHET溶液(40 mg/L、160 µmol/L)とした。 

TPA 40 mg を 20 mLサンプル管に入れ、0.50 mol/L 

NaOH を 2 mL 加えて、10 分間超音波をかけて溶解さ

せた。これをビーカーに移し、イオン交換水を加え

て 2.0 L にし、TPA溶液(20 mg/L、120 µmol/L)とした。

TPA溶液の pH は調整直後に 10.8 で、調整 2 日後に

pH は 8.8 になった。また、調整後 1週間程度は TPA

は分解されず安定であった。研究 3(オオミジンコを

使った慢性毒性試験)の TPA 希釈水溶液作成は 20 

mg/L の水溶液調整 2 日後(pH 8.8)の水溶液を使用し

た。 

(3) YSV 培地中の BHET の分解実験 

20 mg/L(80 µmol/L) BHET 5.0 mL と YSV 培地 4.8 

図 4 復元した 201-F6(左)、KT2440(中央)、DSM44555 

(右) 

(a) (b) (c)

図 5 (a)M9 培地で事前培養した 201-F6 の細菌、(b) 
YSV 培地中での BHET の分解実験、(c)飽和水溶液を

入れたデシケーター(水槽)とインキュベーター 
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mL と、菌液 0.20 mL を 20 mL サンプル管に混合し

(BHET の濃度 40 µmol/L)、バイオシリコセンをした

(図 5b)。 

底部に NH4H2PO4飽和水溶液(乾燥して水の蒸発を

防ぐため)を入れたデシケーター(水槽で代用、図 5c)

に入れ、30 ℃のインキュベーター(恒温培養器)に一

定期間入れた。数日後遠心分離(12000 rpm 5 min)し

た後 HPLC で測定した。 

(4) YSV 培地、Na₂B₄O₇緩衝液中の BHET の分解実験 

0.050 mol/L Na₂B₄O₇緩衝液(pH 6.5、7、8、8.5)4.0 

mL、40 mg/L(160 µmol/L)BHET 2.5 mL、YSV培地 3.3 

mL と、事前培養した菌液 0.20 mL を 20 mLサンプ

ル管に混合し(BHET の濃度 40 µmol/L)、バイオシリ

コセンをした。30 ℃のインキュベーターに一定期間

入れ、数日後遠心分離(12000 rpm 5 min)した後 HPLC

で測定した。 

(5) 分解生成物 MHET、TPA の HPLC による測定 

数日後、遠心分離した液をHPLC(カラム 5C18-AR-

Ⅱ4.6mm I.D.×25 cm 40 ℃、溶離液 CH3OH 30 ％/ 7.5 

mM NaH2PO4、H3PO4 70 ％pH 2.0、検出 UV 240 nm、

流速 1.0 mL/min)で MHET、TPA が生成するか、ペ

ンレコーダー(横河電機 LR4100、速度 30 cm/h、

Range 2.0 mV、5.0 mV)の記録用紙で留出物の保持時

間とピーク面積を調べた。 

TPA の保持時間は 9 分であった(図 6a)。BHET の

保持時間は 12分(図 6b)であった。MHETのピークが

10 分 30 秒に微量に出たのは、東京化成工業 KK の

BHET試薬の純度が85.0％以上だったので不純物とし

て MHET が含まれていたためと考えられる。 

M9 培地のみでは、遠心分離後の上澄み液のピーク

の保持時間はほぼ 6 分以内(図 6c)で、重なることな

く TPA を測定できることがわかった。 

2.3.3. ポリエステル繊維の分解実験 

(1) M9 培地中の分解 

生成する TPA が菌により分解されるのを防ぐため

に、50 mL サンプル管にポリエステル繊維(3.0 cm×

3.0 cm)70 mg と 201-F6、KT2440、DSM44555 の M9

培地中の菌液 1.0 mL を M9 培地、河川ヘドロ、河川

砂、海砂に入れ、菌が通り抜けないようにメンブレ

ンフィルタ(親水性 PTFE孔径 0.1 µm)を被せた。その

上に 0.050 mol/L Na₂B₄O₇緩衝液(pH 9.0)5.0 mL を加え

バイオシリコセンをして(図 7a)、30℃のインキュベ

ーターに一定期間入れた。数日後遠心分離した後

HPLC で測定した。 

(2) 河川ヘドロ中の分解 

50mLサンプル管に河川のヘドロを 10 g入れ、その

上にポリエステル繊維を入れ、201-F6、KT2440 の

M9 培地中の菌液 1.0 mL を入れ、その上にさらにヘ

ドロ 10 g を被せ、菌が通り抜けないようにメンブレ

ンフィルタ(親水性 PTFE穴径 0.1 µm)をかぶせた。そ

の上に河川水 4.0 mL、0.050 mol/L Na₂B₄O₇緩衝液(pH 

8) 5.0 mL、バイオシリコセンをして(図 7b)一定期間

30℃のインキュベーターに保管した。数日後遠心分

離した後、HPLC で測定した。 

図 6 HPLC の記録用紙、測定レンジ 5.0 mV (a) 30 
µmol/L TPA、9 分後 TPA のピーク、(b)40 µmol/L 
BHET、10 分 30 秒後微量の MHET のピーク、12 分後

BHET のピーク、 (c) M9 培地のみ、6 分後以降ピーク
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図 7 (a) M9 培地の細菌による分解実験、 (b)河川の

ヘドロ中の 201-F6(左)、KT2440(右)によるポリエステル

繊維の分解実験、(c)河川砂中の分解実験 
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(3) 河川砂および海砂中の分解 

河川砂 50 mLサンプル管に河川砂を 27 g 入れ、

その上にポリエステル繊維と 201-F6、KT2440 の M9

培地中の菌液 1.0 mL を入れ、さらに河川砂を入れ、

菌が通り抜けないようにメンブレンフィルタ(親水性

PTFE 孔径 0.1 µm)をかぶせた。その上に河川水 4.0 

mL、0.050 mol/L Na₂B₄O₇緩衝液(pH 8) 5.0 mL を加え、

バイオシリコセンをして(図 7c)、30℃のインキュベ

ーターに一定期間入れた。遠心分離した後 HPLC で

測定した。 

海砂 河川砂のかわりに海水浴場の砂を使い、

DSM44555 の M9 培地中の菌液 1.0 mL を入れ同様に

実験した。 

(4) ブランク試験 

ブランク試験として、使用したヘドロ、河川砂、

海砂、河川水、海水、Na₂B₄O₇緩衝液、M9 培地中の

201-F6、KT2440、DMS44555 に TPA が含まれている

か HPLC で測定したところ、TPA のピークは得られ

なかった。さらに、繊維と菌液以外の組み合わせの

ものについても HPLC で測定したところ、TPA のピ

ークは得られなかった。 

2.3.4. オオミジンコを使った慢性毒性試験 

TPA が生物に安全かを評価するために、環境省新

規化学物質等に係る試験の方法(平成 15・11・13 製

局第２号、環保企発第 031121002 号通知)12)に準拠し、

オオミジンコに対する慢性毒性試験を行なった。 

カルキなしのイオン交換水で濃度 0, 0.63, 1.3, 2.5, 

5.0, 10, 20 mg/L となるように調製した TPA 水溶液を

400 mL ずつ別々の 500 mL ビーカーに入れ、

ElendtM4(400 倍液)をそれぞれ 1.0 mL ずつ加えた。

さらにCH3COONa(1.66 g/L)を入れ、pHを 8.4～8.5に

したものを飼育水とした。それぞれのビーカーにオ

オミジンコ(甲殻類)を 10 個体ずつ入れ、照明(3000 

lx  8 時間/日)のある室内の光が入る場所(窓際)で飼育

した。餌は 1 日に PSB光合成細菌 1.0 mL を与え、１

週間に 3 回全換水し慢性毒性試験(21 日間繁殖試験)

を行なった。換水時に産仔数を数えた。親オオミジ

ンコの生死、幼体の数の観察を行なった(図 13)。 

飼育水の硬度が基準値(140 mg/L 以上)を満たすこ

とを確認するために EBT を支持薬とした EDTA滴定

法 13)により硬度を確認した。飼育水中の TPA の濃度

は吸収スペクトルで確認した。 

 

図 8 YSV 培地中での BHET の分解と TPA の生成の様子 (a)201-F6 株による分解実験中の HPLC
のクロマトグラムの変化（測定レンジ 5.0 mV）、(b, c, d)各ピーク面積の経過日数に伴う変化 
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3. 結果と考察  

3.1. BHET の分解(研究１) 

3.1.1. YSV 培地中での 201-F6、KT2440、DSM44555

による BHET の分解 

図 8a に 201-F6 株による分解実験中の培地を HPLC

で測定した際のクロマトグラムの変化を示す。2日目

に BHET のピークが減少する一方、MHET のピーク

が増大した。4 日目には MHET のピークが減少し、

TPAのピークが増大、BHETのピークは検出されなく

なった。5 日目には MHET のピークがさらに減少し

た。201-F6 だけでなく、KT2440、DSM44555 菌液を

用いた場合にも、培地中で日数の経過とともに

BHET のピークが減少し、MHET のピークが増加し

た。ただし、MHET のピークは途中から減少に転じ、

TPA のピークが増加した(図 8b-d)。この結果から、

BHET→MHET→TPA の分解過程(図 2)が確認できた。 

また、図 8b-d では BHET の減少量と MHET の増加

量はほぼ対応しているが、MHET の減少量と TPA の

増加量が対応していない。このことから、TPA も細

菌により分解されたと考えられる。 

今回培養した 201-F6、KT2440、DSM44555 の菌株

が PET 分解酵素 PETase や MHETase を持つことが確

認できた。 

3.1.2. YSV 培地中での 201-F6、KT2440、DSM44555

による BHET 分解の pH 依存性 

TPA の 5.0 mg/L(30 µmol/L)のピーク面積との比較

から、培養中の TPA 濃度の変化を求め、生成速度を

算出した。培地の pHを変えて、TPA生成速度を比較

すると、201-F6 、KT2440 の菌液では pH 8 で TPA の

生成速度が速かったが、海洋性の DSM44555 の菌液

では pH 8.5 で TPA の生成速度が速かった(図 9)。 

3.1.3. YSV 培地 (ｐH 8)中での 201-F6、KT2440、

DSM44555 による BHET の分解 

201-F6 、KT2440、DSM44555 の菌液により、pH 

8.0 に調整した YSV 培地中で、日数が経過するにつ

れて、BHET のピークが減少し、MHET のピークが

増加した。TPA のピークがかなり増加したが、途中

図 10  YSV 培地(pH 8)中での BHET の分解と TPA の生成の様子  (a) 201-F6 株による分解実験中

の HPLC のクロマトグラムの変化（測定レンジ 5.0 mV）、(b, c, d)各ピーク面積の経過日数に伴う変化 
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から減少した(図 10)。図 10 の濃度変化が図 8 と異な

った原因は、TPA は中性付近では不安定で自然に分

解するが、塩基性(pH 8 以上)では安定であるため

TPA の濃度が途中まで増大したと考えられる。ただ

し、生成した TPA が途中から減少したのは、細菌に

より分解されたためと考えられる。 

 

3.2. ポリエステル繊維の分解(研究 2) 

3.2.1. M9 培地中での 201-F6、KT2440、DSM44555 に

よるポリエステル繊維の分解実験 

ポリエステル繊維から TPA が微量に生成した(図

11)。細菌外に分泌された微量の分解酵素 PETase や

MHETase によりポリエステル繊維が加水分解された

と考えられる。ただし、KT2440 と DSM44555 では 3

日目から、201-F6 では 8 日目から TPA 濃度が減少し

た(図 11b)。 

3.2.2. 河川ヘドロ中での 201-F6、KT2440 によるポリエ

ステル繊維の分解実験 

ヘドロ中の実験で、ヘドロの上に入れた溶液(直上

水)からTPAが検出され、ポリエステル繊維が分解さ

れたことが確認された(図 12)。M9 培地の結果(図

11b)と比べて直上水にしみ出した TPA の濃度は 201-
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F6の場合 10倍以上だった。このことは、ヘドロ中で

は細菌から細胞外に PET分解酵素 PETaseやMHETase

が分泌されやすいためだと考えられる。ただし、直

上水の TPA 濃度は 201-F6 で 4 日後、KT2440 で 2 日

後に最大濃度を示したが、それ以降は減少した。 

3.2.3. 河川砂中の 201-F6、KT2440 による分解と海砂

中の DSM44555 による分解 

河川砂中、海砂中から TPA がかなり高濃度で検出さ

れた(図 13)。河川砂中や海砂中では、細菌から細胞

外に PET 分解酵素 PETase や MHETase が分泌されや

すいと考えられる。また、分解により生成された

TPA が砂中から直上水へ放出されると、砂中の細菌

や酵素による分解を受けにくくなるので、河川ヘド

ロの場合よりも 1 桁以上高濃度になったと考えられ

る。ただし、直上水の TPA 濃度は DSM44555 で約１

週間、KT2440 で約 2週間経過後から減少した。 

 

3.3. オオミジンコを使った慢性毒性試験(研究 3) 

オオミジンコは脱皮すると仔が沢山産れた(図 14)。

２日後の全換水時の TPA の濃度は、実験前と変化が

なく、濃度が維持されていた(図 15a)。水溶液の pH

は 8.4～8.5 が 7.8～7.9 に下がった。DO は 9.6～9.8 

mg/Lから 5.6～5.8 mg/Lに下がったが、基準の 3 mg/L

以上で問題なかった。硬度は基準の 140 mg/L 以上の 

250 mg/L で、実験前後で変化しなかった(図 15b)。 

TPAは 20 mg/L以下では親オオミジンコの生死に問

題がなく、報告されている生態毒性値(21日間繁殖阻

害無影響濃度：20 mg/L)14)と整合性のある結果であ

った(表 1)。 

今回のサンプル管を使った閉鎖系では、ポリエス

テル繊維から生成した TPA は 11 mg/L(66 µmol/L)を

やや上回ったが、環境中の河川や海の砂中にあるマ

イクロファイバーのポリエステル繊維が細菌で分解

されて生成すると予想される TPA 濃度は、周りに大

量にある水や海水によって希釈されるので、甲殻類

への毒性値に生態系安全係数の 1/100を考慮した 0.20 

mg/L(1.2 µmol/L)を大きく下回ると考えられる。した

がってオオミジンコを使った慢性毒性試験結果から

安全性に問題がないと考えられる。 

 

4. 考察 

1) 201-F6、KT2440、DSM44555 の細菌により

BHET が MHET を経て TPA まで分解されたことから、

今回事前培養した菌液には PET 分解酵素 PETase や

MHETase が存在することが確認できた。生成した

TPA は中性付近で不安定で、四ホウ酸ナトリウム緩

衝液の塩基性溶液で明確な増加を示した。ただし、

日数が経過すると TPA が減少したことから、生成し

図 15 (a) 飼育水の 2 日後(全換水時)の吸収スペクト

ル、(b)TPA濃度と 21 日間の産仔数 
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表 1  オオミジンコの 21 日間の慢性毒性試験結果 
TPA暴露濃度 水温 ｐH 溶存酸素 硬度 阻害数 産仔数

（mg/L） （℃） （mg/L） （mg/L） （個） （個）

基準→ 18～22 6～9 ≥3 ≥140
0 20 8.4→7.8 9.6→5.6 250 0 39～95

0.63 20 8.4→7.8 9.6→5.6 250 0 31～104
1.3 20 8.4→7.8 9.7→5.7 250 0 32～123
2.5 20 8.4→7.8 9.7→5.7 250 0 35～124
5.0 20 8.4→7.8 9.7→5.7 250 0 62～130
10 20 8.5→7.9 9.7→5.7 250 0 63～101

20 20 8.5→7.9 9.8→5.8 250 0 53～114

図 14 オオミジンコ：(a)親、(b)脱皮後の殻、(c)産れた

仔 

3 mm 1 mm
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た TPA が菌液により分解されたと考えられる。 

2)  201-F6、KT2440、DSM44555 の細菌により培地、

河川のヘドロ、河川砂、海砂中でポリエステル繊維

が分解され、TPA が生成することが確認された。い

ずれの環境媒体の場合も 201-F6 の方が KT2440 より

TPA を多く生成した。 

3) 特に、河川のヘドロ、河川砂、海砂中では、高

濃度にTPAが生成した。『細菌の細胞外に分泌された

PET 分解酵素 PETase や MHETase の作用により TPA

が生成する 10)』 ことを踏まえ、河川のヘドロ、河川

砂、海砂中では細菌から PET 分解酵素 PETase や

MHETase が分泌されやすいと考えるとこの現象を合

理的に説明できる。 

4)  201-F6、KT2440、DSM44555 は酸素のある条件

下でも，酸素がない条件下でも発育できる通性嫌気

性菌である。マイクロファイバー汚染の対策として、

これらの細菌を培養し環境汚染の河川のヘドロや海

洋の底に投与すればポリエステルファイバーの分解

に利用できると考えられる。 

5) ポリエステル繊維の分解で生成された TPA は、

さらに細菌により分解されるが、河川のヘドロ、河

川砂、海砂中での分解実験では、分解された TPA が

溶液中に放出されて、ヘドロや砂中の細菌と溶液中

の TPA を自然に分離されることがわかった。この方

法を発展させれば、使用済み PET製品を TPA に分解

した後に回収するバイオリサイクル技術の開発につ

なげることができると考えられる(今後の展望へ)。 

6) オオミジンコを使った TPA の慢性毒性試験の

結果、濃度20 mg/L以下で問題ないことがわかった。

ポリエステル繊維の分解生成物は HPLC の検出の結

果 TPA のみで他のピークが見られなかったことから、

ポリエステルファイバーが河川や海洋で分解されて

も、分解生成物により生物への影響はないと考えら

れる。 

 

5. 結論と今後の展望 

従来の PET ケミカルリサイクル手法は、膨大なエ

ネルギーを消費し、危険なアルカリを高温で使用す

るなど高コスト・高環境負荷という問題がある。 

本研究により、201-F6、KT2440、DSM 44555 の細

菌から分泌された PET 分解酵素 PETase や MHETase

で PET が分解されることがわかった。今回得られた

知見は次の 3点である。①PETase や MHETase は、一

週間程度は有効であるが追加が必要になる。②生成

した TPA は溶液が中性の条件では自然に分解する。

TPA を安定化させるには、溶液の pH は 8 以上にする

必要がある。③細菌が存在すると、生成した TPA が

さらに分解される。 

これらの知見を生かして、(1)菌液の量、(2) 

PETase や MHETase の添加の頻度、(3)メンブレンフ

ィルタの孔径、(4)ヘドロ又は砂による生成した TPA

の分離、(5)緩衝液の種類(Na を含む溶液)、(6)水溶

液の pH、などの条件を調べ、使用済み PET製品から

TPA に分解した後に回収する低コスト・温和な環境

中でのバイオリサイクル技術を完成させたい(図 16)。 
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図 16  PET のバイオリサイクル技術 


